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短期大学教育の改善等の状況 

 

文部科学省高等教育局大学振興課 

 

 

 

 

 

 

１．教育内容・方法の改善 

（１）カリキュラムの編成 

①カリキュラム編成上の工夫の状況 

 

カリキュラム編成上の工夫としての具体的な取組については、「履修モデルを活用して学生への履修指導

を実施している」短期大学が１７８大学（約５１％）、「シラバスの作成にあたり、内容を担当教員以外が

検討・修正する機会を設定している」短期大学が１６１大学（約４６％）となっている。 

一方、「ナンバリングを実施している」短期大学は３０大学（約９％）にとどまっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「ナンバリング」とは、カリキュラムの体系性を示すために、各授業科目に意味づけされた番号を付与すること。 

※「履修体系図（カリキュラムマップ、カリキュラムチャート）」とは、学生に身につけさせる知識・能力との対応関係

等を示した科目区分の下に授業科目を構成し、授業科目の体系的な履修を促すことを目的とした図を指す。 

 

  

文部科学省では、平成２４年度の短期大学における教育内容等の改善の状況等について調査を行

い、この度、その結果をとりまとめました。 

調査は公私立の短期大学（対象校：349（公立 18、私立 331 ※募集停止中の短期大学は除く）校）に

対して行い、349 校から回答を得ました。 

（なお、設問によっては無回答の短期大学があるため、学校数等の合計は必ずしも一致しません。） 
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教養教育を実施するための全学的な組織の設置
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②教養教育の実施状況 

 

各学科（専攻課程）の専門分野以外に「幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を慣用

する」ことを目的とする科目（以下、教養教育科目）について、「コンピュータの取扱いなど情報活用能力

を養成する科目」を開設している短期大学が２９６大学（約８５％）、「心身の健康に関する科目」を開設

している短期大学が２７１大学（約７８％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）産学連携教育の実施状況 

 

産学が連携した教育（産学が連携して具体的なカリキュラムの作成を行うなど、産学双方の協力体制のも

とで教育に当たっているもの）を実施している短期大学は５４大学（約１５％）にとどまる。 

また、産業界から参画する者（民間企業経験者）の具体的な取組内容としては、「インターンシップを取

り入れた授業科目に参画」している場合が多い。 

 

①産学が連携した教育の実施状況 
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②産業界から参画する者の具体的な取組内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）セメスター制の採用状況 

 

平成２４年度現在、セメスター制での開講を原則とする短期大学は２６５大学（約７６％）で、主に２学

期制を採用している。 

 

①セメスター制の採用の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②セメスター制を導入している大学における学期の区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

セメスター制： 

１学年複数学期制の授業形態で、通年制（ひとつの授業を１年間通して実施）における前期・後期の区分とは異

なり、ひとつの授業を学期（セメスター）ごとに完結させる制度。 
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（４）履修単位の登録上限の設定状況 

 

単位の過剰登録を防ぐため、１年間あるいは１学期間に履修登録できる単位の上限を定めている短期

大学は１１１大学（約３２％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※履修科目の登録上限の設定については、平成１１年９月の短期大学設置基準改正（短期大学設置基準第１３条の２）

により、学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修することができるよう、学生が１年間又は１学期に履修科

目として登録することができる単位の上限を定めるよう努めることとされている。 

 

 

（５）シラバスの作成状況 

 

３４７大学（約９９％）において全ての授業科目でシラバスを作成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「シラバス」とは授業科目名、担当教員名、講義目的、講義概要、毎回の授業内容、成績評価方法、教科書や参

考文献、履修する上での必要な要件等を詳細に示した授業計画を指す。平成１９年７月の短期大学設置基準改正

（短期大学設置基準第１１条の２）においても、大学が授業の方法・内容、１年間の授業の計画及び成績評価基

準を、学生に対してあらかじめ明示することとされている。 

 

 

（６）高等学校での履修状況への配慮の状況 

 

１３７大学（約３９％）において、専門高校出身者や帰国子女、高等学校で当該科目を履修していない者

等に対して、補習授業の実施や、学力別のクラス分け、個別指導の実施等、高等学校での履修の状況に配

慮した取組が実施されている。 

 

 

 

 

 

 

 

4

107

111

14

219

233

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公立

私立

合計

設定している

設定していない

343

4

2

0 50 100 150 200 250 300 350 400

全ての授業科目でシラバスを作成し、

記載項目を統一している

全ての授業科目でシラバスを作成しているが、

記載項目を統一していない

シラバスを作成していない授業科目がある

学校数 



 
 

5 
 

①高等学校での履修状況への配慮を実施している短期大学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②高等学校での履修状況への配慮の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）初年次教育の実施状況 

 

２６９大学（約７７％）において、初年次教育が実施されており、文章作法や将来の職業生活や進路選択

に対する動機付け・方向付けのためのプログラムを開設する大学が多い。 

 

①初年次教育の実施の有無 
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②初年次教育の具体的内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初年次教育： 

高等学校から大学への円滑な移行を図り、大学での学問的・社会的な諸条件を成功させるべく、主として大学新

入学生を対象に作られた総合的教育プログラム。高等学校までに習得しておくべき基礎学力の補完を目的とする補習

教育とは異なり、新入生に最初に提供されることが強く意識されたもの。 

 

 

（８）全学的な履修指導または学修支援制度の取組 

 

全学的な履修指導または学生支援制度の取組として、多くの短期大学において、オフィス・アワーの設

定、学生の就職支援のためのセンター等の設置などが行われている。 
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学修ポートフォリオ： 

学生が、学習過程ならびに各種の学修成果（例えば、学修目標、学修計画表とチェックシート、課題達成のため

に収集した資料や遂行状況、レポート、成績単位取得表等）を長期にわたって収集したもの。これらを必要に応じ

て系統的に選択し、学習過程を含めて達成度を評価し、次に取り組むべき課題を見つけてステップアップを図るこ

となどを目的としている。 

ラーニング・コモンズ： 

大学図書館等における、学生が学習のために集うことのできる共有スペース。グループ活動エリア、プレゼンテ

ーションエリア、PC 利用エリア等、個人の自習環境に加え、グループワークにも適した学習環境を指す。 

 

 

（９）少人数教育の実施状況 

 

２７０大学（約７７％）において少人数教育（２０名以下程度）がなされており、ゼミや卒業論文指導な

どが主に行われている。 

 

①少人数教育の実施の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②少人数教育の実施内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１０）ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）の実施状況 

 

ＦＤ活動の具体的内容として、教員相互の授業参観や、講演会、シンポジウム等を実施している短期大学

が多い。 

また、６割以上の短期大学において、ＦＤに関するセンター等の組織を設置しており、多くは授業内容、

方法の改善、向上を目的としている。 

こうしたＦＤ活動を推進するための専門家の活用状況について見ると、外部の専門家を活用するとの回答

が多い。 
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①平成２４年度に全学的なＦＤとして行ったもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②ＦＤに関するセンター等の組織の設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「設置している」には他大学と共同でセンター等を設置している場合を含む。 

 

③設置している場合、その組織に求められる役割 
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④大学全体の専任教員のうち、各大学における、平成２４年度にＦＤに参加した者の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ＦＤの実施にあたり、ＦＤに関する専門家の活用の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）： 

教員が授業内容・方法を改善し、向上させるための組織的な研修または研究の総称で、平成１９年７月の短期大

学設置基準改正（短期大学設置基準第１１条の３）において義務化された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

120, 35%

143, 42%

38, 11%
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11, 3%
12, 3%

全員

４分の３以上

２分の１以上

４分の１以上

４分の１未満

把握していない
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0 20 40 60 80 100 120 140 160

自大学の常勤の教職員を専門家として活用

自大学の非常勤の教職員を専門家として活用

自大学では雇用していないが、他大学と連携し、他大学の専門家を活用する

仕組みを構築

外部の専門家を必要に応じて活用(研修会講師として招く場合を含む)

特に活用していない

学校数 

（人、％） 
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（１１）成績評価の状況 

 

平成２４年度においては、全ての授業科目の成績評価基準をシラバスで明示した短期大学は３３６大学（約

９６％）である。また、卒業認定の基準の提示方法について、３３４大学（約９６％）が、学生便覧に明記

している。 

 

①成績評価基準等の明示の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②学生に対する卒業認定の基準の提示方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１２）ＧＰＡ制度の活用 

 

シラバス等で授業方法・計画ともに成績評価基準を明示した上で、厳格な成績評価を行うことが求められ

ているが、例えば、現在米国において一般に行われている成績評価方法である「ＧＰＡ制度」は、平成２４

年現在、１７１大学（約４９％）で導入されている。ＧＰＡは主に奨学金・授業料免除の基準や学修指導に

活用されており、進級判定や卒業判定の基準、教員・授業科目間の成績評価の平準化への活用は少数である。 

 

①成績評価におけるＧＰＡ制度の導入の状況 
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学生便覧以外の形で示している

示していない

学校数 

学校数 
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②ＧＰＡの具体的な運用方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ＧＰＡの算出の際、不可の科目のＧＰを含めているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＧＰＡ制度： 

授業科目ごとの成績評価を、例えば５段階（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ）で評価し、それぞれに対して、４，３，２，

１，０のように数値（グレート・ポイント：ＧＰ）を付与し、この単位あたりの平均（グレート・ポイント・アベ

レージ：ＧＰＡ）を出して、その一定水準を卒業等の要件とする制度。  

8
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6

0 20 40 60 80 100 120 140
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各教員間、もしくは各授業科目間の成績評価基準の平準化のために活

用している

5
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２．開かれた大学づくり 

（１）修業年限の弾力化の状況 

 

職業を有している等の事情により、修業年限を超えた一定の期間にわたって、計画的に教育課程を履修し

て卒業する「長期履修学生制度」については、１１０大学（約３２％）が導入し、計４２６人の学生が長期

履修生として受け入れられている。 

 

①長期履修学生制度の導入の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②長期履修学生の平成２４年度受入れ人数及び平成２４年５月１日現在在籍者数 

（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 
長期履修学生制度： 

短期大学設置基準第１６条の２に基づき、学生個人が職業等を有している等の事情により、修業年限を超えて一

定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し卒業させる制度のことを言う。 

 

（２）入学・卒業時期の弾力化の状況 

 

平成１９年の学校教育法施行規則の改正により、学年の始期及び終期は学長が定めることとされているが、

学則上４月以外の時期に入学者を受け入れる制度を導入し、実施に４月以外の時期に学生を募集している

短期大学は１７大学（約５％）にとどまる。 

４月以外の時期の入学者の約９０％が留学生であり、また、入学時期は９月あるいは１０月のみでその他

の月に入学する者はいなかった。 

 

①４月以外の時期に入学者を受け入れる制度の導入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
H24 受入れ人数 H24.5.1 在籍者 

公立 20 56 

私立 146 370 

計 166 426 

2
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公立

私立

計

導入している

導入していない

17

49

283
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②４月以外の時期に入学させた学生数と入学月別内訳 

 

【４月以外の時期に入学させた学生数】           【入学月別内訳】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）他の大学との単位互換制度等の実施状況 

 

国内の他大学との単位互換制度を実施している短期大学は２０８大学（約６０％）となっており、うち約

７０％は大学コンソーシアムへの参加により実施している。 

また、国外との大学とは５４大学（約１５％）において単位互換制度を実施している。 

 

①国内の大学との単位互換制度の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ①を実施している場合の実施方法 
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③国外の大学との単位互換制度の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）大学以外の教育施設等における学修の単位認定制度の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）高大接続の状況 

①高校生が大学教育に触れる機会について 

 

高校生が大学教育に触れる機会として大学が行っている取組としては、「オープンキャンパス等」が最も多

く、次いで「高校生を対象とした体験授業の開催」「大学教員が高校へ出向き行う講演等」が多くなっている。 
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経験することを目的として特別に行われる授業に限る）

オープンキャンパス等高校生が大学を実際に見聞きすることができる取組
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（６）社会人学生の受入れ 

 

社会人特別選抜制度を設けている短期大学は３１１校（約８９％）で、社会人特別選抜制度によって入学

した学生は２９歳以下が約６２％を占める。 

 

①社会人特別選抜制度を設けている大学数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②社会人学生の年齢別状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）科目等履修生の受入れ状況 

 

当該短期大学の学生以外の者に、パートタイム形式による大学教育を受ける機会を広く認め、その履修

成果に単位を与えることのできる「科目等履修生制度」が活用されており、平成２４年度現在、３３０大

学（約９５％）が科目等履修生制度を設けている。 

 

①科目等履修生の受入れ制度を設けている大学数 
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②受講生の属性別の受入れ人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）聴講生の受入れ状況 

 

聴講生の受入れ制度を設けている短期大学は１７５大学（約５０％）で、主婦、高齢者等の受入が約６０％

を占めている。 

 

①聴講生の受入れ制度を設けている大学数（制度を設けているものの、実績人数がいない場合も含む）。 

 

 

 

 

 

 

 

②聴講生の属性別の受入れ人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「聴講生」とは、教育課程の全部の履修を目的とする正規の学生とは異なり、授業の一部を履修することを目

的として、学則によって慣行的に認められてきたものであり（法令に直接の根拠はない）、その区分、履修内容

等についても各大学の学則等により定められるが、科目等履修生のように履修した授業科目の単位認定は行われ

ないものを指す。 
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（９）履修証明プログラムの実施状況 

 

「履修証明プログラム」は、１２０時間以上の特別な課程として編成されるもので、大学は、学校教育法

の定めにより、課程の修了者に証明書を交付することができる。平成２４年度においては全１０大学計１

４プログラムが実施されており、証明書交付者数は２３３人となっている。 

 

①学校教育法第１０５条及び学校教育法施行規則第１６４条に基づく履修証明プログラムの開設の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②履修プログラムを開設している場合、その内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③受講者数 

（単位：人） 

 公立 私立 合計 

受講者数 16 529 545 

 

④履修証明書の交付人数 

（単位：人） 

 公立 私立 合計 

交付人数 14 219 233 
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知識・技能の獲得・向上

教養の向上を主たる目的としたもの

その他

学校数 
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３．運営組織の活性化 

教員の教育面における評価のための工夫等 

 

教員の教育面における業績評価や顕彰を実施している短期大学は１５８大学（約４５％）となっている一

方、ティーチング・ポートフォリオの導入を行っている短期大学は３５大学（約１０％）となっている。 

 

①教員の教育面における業績評価、顕彰の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②ティーチング・ポートフォリオの導入大学数 

 

 

 

 

 

ティーチング・ポートフォリオ： 

大学等の教員が自分の授業や指導において投じた教育努力の少なくとも一部を、目に見える形で自分及び第三者

に伝えるために効率的・効果的に記録に残そうとする「教育業績ファイル」、もしくはそれを作成するにおいての技

術や概念及び、場合によっては運動を意味するもの。ティーチング・ポートフォリオの導入により、①将来の授業

の向上と改善、②証拠の提示による教育活動の正当な評価、③優れた熱心な指導の共有、などの効果が認められる。 
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４．自己点検・評価、認証評価、学生による授業評価の実施の状況 

 

（１）自己点検・評価の実施状況 

 

平成１９年度から平成２４年度の間に、３３２大学（約９５％）で全学的な自己点検・評価が実施されて

いる。また、平成１９年度から平成２４年度の間に、自己点検・評価を実施した短期大学のうち、３１２

大学（約９１％）が結果を外部に公表している。 

 

①平成１９年度から平成２４年度の間に、全学的な自己点検・評価を実施した大学数 

 

 

 

 

 

 

②評価結果の公表方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）認証評価結果に関する情報の公表状況 

 

３３６大学（約９６％）において認証評価結果が公表されており、うち２１４大学（約６４％）が評価結

果の全文をホームページに掲載している。 
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（３）学生による授業評価の実施状況 

 

平成２４年度現在、全ての学科で学生による授業評価を実施している短期大学は３２９大学（約９４％）

となっている。 

評価項目として、「授業のわかりやすさ」「授業中の態度（意欲など）」「担当者の話し方、声のボリューム」

を挙げる短期大学が多かった。 

 

①学生による授業評価の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②学生による授業評価における評価項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③学生による授業評価結果の取り扱いの状況 

 

平成２４年度における学生による授業評価の取扱い状況は以下の通りであり、「評価結果を学内の教員及

び学生のみに開示」している短期大学数は１０９大学となっている。これと「評価結果を学内の教員のみ

に開示」「評価結果を教員本人のみに開示」とする短期大学数を合わせると２７０大学となり、授業評価の

結果を学内のみで活用している短期大学は約８割となっている。 

その一方、「評価結果及びそれらを集計・分析したものを学内外に公表」している短期大学数は５５大学

（約１５％）となっている。 
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④授業評価に関する特徴的な取組 

 

平成２４年度における学生による授業評価の特徴的な取組としては、「授業アンケートの結果を組織的に

検討し、授業内容等に反映する機会を設けている」との回答が１４６大学（約４２％）と最も多く、次い

で２５大学が「大学の授業に関し、学生自治会からの意見を聞く機会を設けている」、１０大学が「ファカ

ルティ・ディベロップメント活動に学生が参加している」と回答している。 
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５．学位授与の方針等の策定と公表の状況 

（１）学位授与の方針等の策定と公表の状況 

 

平成２０年１２月の中央教育審議会答申「学士課程教育の構築に向けて」（以下「学士答申」という。）で

は、大学に期待される取組として、大学全体や学部・学科等の学位授与の方針を定め、それを学内外に対

して積極的に公表することが求められている。 

平成２４年度においては、大学全体で学位授与の方針を定めている短期大学は２９８大学（約８５％）と

なっており、うち２４５大学（約８２％）が大学のホームページ上で学内外に公表している。 

 

①大学全体において学位授与の方針を定めている大学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②大学全体における学位授与の方針を学内外への公表の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）： 

大学が学位を授与するにあたり、学生が大学教育を通じて修得すべき知識・能力等の到達目標を定めたもの。 

各大学は、自ら定める人材養成の目的に沿って学位授与の方針を定め公表することで、教育課程を修めること

により、どのような知識・能力等が身につくことになるのかを明確に示すことが求められる。 

 

 

（２）教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

 

平成２４年度においては、「教育課程編成・実施の方針」を定めている短期大学は３０１大学（約８６％）

となっており、うち２４５大学（約８１％）が大学のホームページ上で学内外に公表している。 
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①人材養成の目的や教育研究上の目的に即した、教育課程編成・実施の方針の制定している大学数 

 

 

 

 

 

②教育課程編成・実施の方針の学内外への公表の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）： 

明確化された人材養成の目的や教育研究上の目的をもとに、各大学・学科等が、その達成に向け、順次性のあ

る体系的、構造的な教育課程を編成するにあたっての方針。 

この方針により提供される教育課程（カリキュラム）を修めることにより、学生は当該学問分野に関する知識・

能力を体系的に身につけることが期待されている。 

 

 

（３）入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

 

平成２４年度において、「入学者受入れの方針」を定めている短期大学は３４８大学（約９９％）となっ

ており、求める学生像だけではなく、高等学校段階で修得しておくべき内容・水準を具体的に定めている

短期大学は１６６大学（約４８％）であった。 

また、多くの大学において、入学者受入れの方針を大学のホームページ上で学内外に公表している。 

 

①入学者受入れの方針を定めている大学 
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② 求める学生像等だけでなく、高等学校段階で修得しておくべき内容・水準を具体的に定めている大学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③入学者受入れの方針の学内外への公表状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ ①のうち、募集要項に明記している大学 

 

 

 

 

 

 

 

入学者受入れ方針（アドミッション・ポリシー）： 

各大学・学科等が、その教育理念や特色等を踏まえ、どのような教育活動を行い、また、どのような能力や適

性等を有する学生を求めているのかなどの考え方をまとめたものであり、入学者の選抜方法や入試問題の出題内

容等にはこの方針が反映されている。また、この方針は受験者が自らにふさわしい大学を主体的に選択する際の

参考ともなる。 
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６．大学における情報の積極的な公表 

 

平成２２年６月の学校教育法施行規則の改正により、各大学は教育研究活動等の状況についての情報を公

表することとされている。平成２４年度におけるホームページでの情報の公表状況は、以下の通り。 

 

ホームページの具体的な掲載内容 
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７．セクシュアル・ハラスメント等防止のための取組 

 

大学におけるセクシュアル・ハラスメント等の防止については、各大学において、啓発活動の実施や相談

体制の整備等の取組が進められている。平成２４年度において、大学全体で学生・教職員を対象としたセ

キュシュアル・ハラスメント等防止の取組を実施している短期大学は３４３大学（約９８％）、学内全ての

学生及び教職員が相談できる窓口を設置している短期大学は３３６大学（約９６％）となっている。 

 

①大学全体で学生・教職員を対象としたセクシュアル・ハラスメント等防止の取組を実施している大学 
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８．学生の学修時間・学修成果等の把握の状況 

（１）学生の学修時間・学修成果等の把握の状況 

 

学生の学修時間・学修行動の把握を行っている短期大学は１２２大学（約３５％）となっており、学生ア

ンケート調査により把握している大学が最も多い。 

 

①学生の学修時間・学習成果等の把握の実施の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②学生の学修時間・学修行動の調査方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）課程を通じた学修成果の状況の把握 

①課程を通じた学習成果の状況の把握の実施の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ここでいう「過程を通じた学生の学修成果の把握」とは、単に大学として単位の認定や学位の授与を行う、

あるいは卒業判定を行うということではなく、②に掲げるような手法を用いるなどにより、より客観的な測

定方法で学生の学修成果の把握を行う場合が対象となる。 

 

② ①で行っていると回答した場合の把握方法 
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９．地域貢献・連携 

（１）自治体等との協定 

 

自治体等との協定を締結している短期大学、自治体の各種計画書の中で協力関係にある短期大学（公立短

期大学のみ）は２１６大学であり、教員・研究者の派遣、研修や学生の交流を内容としている短期大学が

多い。 

 

①自治体等との協定締結の状況 
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（２）地元企業等との協定 

 

地元企業等との協定を締結している短期大学は４７大学であり、教員・研究者の派遣、研修や学生の交流

を内容としている短期大学が多い。 
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3

44

47

15

287

302

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公立

私立

計

締結している

締結していない

9

205

214

2

2

7

186

193

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

計

締結している

自治体の各種計画書の中で協力

関係にあるもの（公立短大のみ）

締結していない

128

144

37

28

27

0 20 40 60 80 100 120 140 160

学生の交流

教員・研究者の派遣、研修等

事務職員の派遣、研修等

受託研究の委託

共同研究の実施

学校数 



 
 

29 
 

②地元企業等との協定の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域の学習ニーズにこたえるための取組の状況 

 

地域の学習ニーズにこたえるための取組を実施している短期大学は２９９大学（約８６％）で、他の教育

機関や諸団体に対する出前講義、注文授業、講師の派遣といった取組を行っている大学が多い。 

また、そのニーズは公開講座、シンポジウム等参加者からの意見聴取により把握している大学が多い。 
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（４）公開講座 

 

２８１大学（約８１％）において公開講座を実施しており、教養等や美術、工芸などの趣味の分野の講座

を実施している短期大学が多い。 

 

①公開講座の実施状況 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

②実施している分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③受入れ人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

99 , 4%
22 , 1%

2,134 , 94%

25 , 1%

小学生以下

中・高校生

一般

シニア

18 

263 

281

0 

68 

68

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公立

私立

計

実施している

実施していない

96, 4%

540, 23%

480, 20%

73, 3%

214, 9%

150, 6%
103, 5%

142, 6%

561, 24%

スポーツ（実技の指導を中心とするもの）

趣味（美術、工芸、園芸、書道、音楽等）

語学

郷土（地域をテーマに選んだもの）

家庭生活

健康・保健

コンピュータ、ワープロ

専門・職業（ 現職教員、農業従事者等の職業

人を対象、または専門的技術を教えるもの）
教養等（人、％） 

（人、％） 
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１０．キャリア教育の取組状況 

 

キャリア教育を実施している短期大学は２７１大学（約７８％）となっている。このうち、キャリア教育

を教育課程内で実施している短期大学は３２５大学（約９３％）、教育課程外で実施している短期大学は２

９２大学（約８４％）となっている。 

また、教育課程内での具体的な取組については、「勤労観・職業観の育成」、「コミュニケーション能力や

課題発見・解決能力等の能力育成」を目的とした授業科目の開設が多く見られ、一方教育課程外において

は、「企業関係者、OB、OG などの講演の実施」、「資格取得・就職対策等を目的とした特別講義等の開設」が

多く見られる。 

 

①キャリア教育の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②教育課程内での取組の内容 
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255 

271
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53 

54

1

20

21

0

3
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公立

私立

計

教育課程内・外どちらでも行って

いる

教育課程内でのみ行っている

教育課程外でのみ行っている

教育課程内・外いずれも行って

いない

267

213

229

132

178

226

224

116

69

22

19

0 50 100 150 200 250 300

勤労観・職業観の育成を目的とした授業科目の開設

今後の将来の設計を目的とした授業科目の開設

コミュニケーション能力、課題発見・解決能力、論理的思考力等の能力の

育成を目的とした授業科目の開設

社会や経済の仕組み、労働者としての権利・義務等の知識の獲得・修得

を目的とした授業科目の開設

インターンシップを取り入れた授業科目の開設

資格取得・就職対策等を目的とした授業科目の開設

企業関係者、ＯＢ、ＯＧなどの講演等の実施

教育課程を通じ、キャリアに関して身に付けるべき知識や能力の明確化

と到達度の評価

女性の多様なキャリアを意識したもの等、男女共同参画の視点を踏まえ

たキャリア教育

大学と企業等とで連携して実施する、企業の課題解決や製品開発等を題

材とした授業科目の開設(PBLの実施)

社会人等に対するリカレント教育を目的とした授業科目の開設

学校数 
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③教育課程外での取組の内容 
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117

62

212
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58

209

88

45

20

58
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勤労観・職業観の育成を目的とした特別講義等の開設

今後の将来の設計を目的とした特別講義等の開設

インターンシップを取り入れた特別講義等の開設

資格取得・就職対策等を目的とした特別講義等の開設

企業関係者、ＯＢ、ＯＧなどの講演等の実施

ポートフォリオや学修記録等の活用による、キャリアに関する情報集約

や目標設定等の実施

学生のキャリア形成を支援するための助言者の配置や相談体制の整

備

キャリアデザインの意識付け等を目的とした、大学入学前後のガイダン

ス

卒業生の女性による講演会等、男女共同参画の視点を踏まえた特別講

義等の開設

大学と企業等とで連携して実施する、企業の課題解決や製品開発等を

題材とした特別講義等の開設(PBLの実施)

社会人等に対するリカレント教育を目的とした特別講義等の開設

学校数 
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１１．教学マネジメントに関する特徴的な取組 

 

教学マネジメントに関する取組としては、「学内の教員間での教育改善に関する認識の共有」、「明確な教

育目標の設定とこれに基づく体系的な教育課程の構築」、「学長を中心とする運営体制の確立」を行ってい

るとの回答が多い。 

 

 

 

192

72

116

104

224

158

79

71

104

29

0 50 100 150 200 250

明確な教育目標の設定とこれに基づく体系的な教育課程の構築

学科の壁を越えた充実した教育課程の構築

教育改善に関するＰＤＣＡサイクルの確立

学修状況の分析や教育改善を支援する体制の構築

学内の教員間での教育改善に関する認識の共有

学長を中心とする運営体制の確立（学長補佐体制等）

学外の関係者・関係機関との連携・協働

教学マネジメント確立のための学長と教授会の役割の明確化

カリキュラムの編成権限を持った、全学的な教育目標等とカリキュラムとの

整合性を検証するための全学的な委員会の設置(もしくは専門スタッフの配

置)

学位授与の方針に基づく組織的な教育への参画・貢献についての教員評価

の実施

学校数 


